
令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況及び内部検証について

国庫補助額
（Ｃ）

交付金充当
経費（Ｄ）

起債額
（Ｅ）

その他
（Ｆ）

1
物価高騰対応重点支援給付金給付事業【物価高騰対
策給付金】

健康福祉部
社会福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度分の住民税非課税世帯2,316世帯
162,120千円
事務費　3,764千円
事務費内訳（需用費、役務費、人件費、その他として
支出）
④令和5年度の住民税非課税世帯2,316世帯

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R6.1 R6.4 165,884,000 165,884,000 165,884,000
エネルギー・食料品等の物価高騰により生活に影響を受ける
低所得世帯の負担軽減に寄与した。

2
物価高騰対応重点支援給付金（R5均等割りのみ課税
世帯）給付事業費

健康福祉部
社会福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R5均等割りのみ課税世帯641世帯
64,100千円
事務費　557,755円
事務費内訳（需用費、役務費、人件費、その他として
支出）
④R5均等割りのみ課税世帯641世帯

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R6.2 R6.6 64,657,755 64,657,755 64,657,755
エネルギー・食料品等の物価高騰により生活に影響を受ける
低所得世帯の負担軽減に寄与した。

3
物価高騰対応重点支援給付金（こども加算）給付事
業費

健康福祉部
社会福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金（加算分）
③給付加算金額13,200千円（対象世帯のこども264人
×50千円）
事務費　195,212円
④対象世帯のこども264人

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R6.2 R6.6 13,395,212 13,395,212 13,395,212
エネルギー・食料品等の物価高騰により生活に影響を受ける
低所得世帯の負担軽減に寄与した。

7 自治体ＤＸ推進事業
経営企画部
デジタルファースト課

①電力・ガス・食料品等価格高騰に対する重点支援を
迅速に行うため、本年度に実施したデジタルクーポン
事業の仕組みを活用する。本年夏に実施したデジタル
クーポン事業の名簿を最新のものに更新し、クーポン
カードを紛失した者に再発行するため、予備カードを
制作する。
②名簿更新委託料、予備クーポンカード製作費、特定
記録郵券料等
③総事業費1,090,431円
④市民

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R5.12 R6.4 1,090,431 1,090,431 1,090,000 431
地域経済の活性化、市民生活支援、事業者及び消費者におけ
るキャッシュレス決済の導入・定着に寄与した。

8 経営所得安定対策等実施事業費
産業環境部
農林振興課

①農業生産資材や原油価格高騰に伴って負担が増加し
た米生産農家に対し、米生産農家経営継続支援補助金
を交付する。これによって、経営規模にかかわらず幅
広く影響緩和措置を講じ、次年度以降の水稲作付意欲
喚起、離農抑制および水田の維持・活用に資する。
②補助金、事務費
③申請1,038件　17,743千円、事務費等591千円
④市内の米生産農家

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R5.12 R6.3 18,333,375 18,333,375 18,333,000 375
物価高騰により経営が不安定となった米農家の水田維持及び
離農防止に寄与した。

12 商工振興事業費
産業環境部
商工観光課

①長引く物価高の影響により、市内経済・市民の生活
環境は依然深刻である。したがって、市内に本社・本
店を置く事業所・店舗等の加盟店舗で利用可能なデジ
タルクーポンを市民1人当たり3,500円分付与し、市内
経済振興を図る。
②補助金（クーポン）、郵券料
③21,516人　補助総額70,316,506円　郵券料685,684
円
④市内の中小企業等・市民

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R6.1 R6.4 71,002,190 59,610,000 59,610,000 11,392,190
デジタルクーポン利用により、物価高騰により低迷した地域
経済の回復に寄与した。

交付金対象事業の名称実施計画番号 事業実施による効果
総事業費
（Ａ）

補助対象事業費
補助対象
外経費
（Ａ）－
（Ｂ）

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③実績（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

所管 経済対策との関係 事業始期 事業終期


